
フィリピンの自然災害復興 と外国援助についての検証:

ピナ トゥボ火山噴火および泥流災害への 日本の対応を中心に
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日本のNGO活 動

ピナ トゥボ勉強会 とプロジェク ト形成調査団

結論

1は じめに

過去数十年間にわたって フィリピンの経済成長パフォーマンスは、近隣アジア諸国と比べて

最 も低水準にとどまった。ネガテ ィブな社会経 済指標 が報告 されたことす らある。加えて、近

年 フィ リピンでは大 きな 自然災害が頻発 し、発展 に足枷 をはめている。そのフィ リピンに対す

る最大の援助者("doner")は 世界銀行 でもアメ リカ合州 国で もなく、 日本 なのである。

本稿では、従来の地域研究や 開発論で、ほとんど顧み られて こなかった 「自然災害」 と 「外

国援助」 との関連 に着 目してみたい。1991年 の ピナ トゥボ火山大噴火 とそれに続 く泥流災害か

らの復興に対応す るため、 日本一 政府、 自治体、NGO、 お よび国民一般一 が どのよ うに

ニーズを把握 し、それ らに応 える形でフィ リピン政府 ない し被災 した人々にいかなる援助 ・協

力 をしよ うとしたのか、以下に検証 していく。

2フ ィ ウピンにおける社会経済的指標

これまで、人々の生活の水準や質を指標化する多くの試みは、フィリピンにおいてもなされ
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てきた。主観ないしは満足度によるもの、客観的な基準をあてはめるもの。単なる物的条件を

みるばかりでなく、その社会における基本的な経済 ・政治関係に着 目するもの。個人個人を単

位とするもの、家計を一つにする家族を単位 とするもの、それ らが帰属するコミュニティない

しは国家 ・民族を単位 とするもの等々においての試みである。i

1970年代までには、世界各地で社会指標 特 に、開発(な い しは発 展)と い う観点か ら

の検討が行 われた。 たまたまフィリピンでは、1972年9,月 に戒厳令が布告 されていた。 フィ

リピン大統領府直属の調査機 関で あったデ ィベロップメン ト ・アカデ ミー(DAP)は 、73年 か

ら75年 にかけて社会指標 プロジェク ト(SIP)を 実施するこ ととなった2。保健 と栄養 、教育、

雇用、収入 と消費、住居確保、電気 ・ガス ・上下水道や電話 の普及、環境整備、公共の秩序 と

安全、正義、政治参加 、社会移動な どの社会的関心事(sodalOO㏄ ㎝S)の 実現 の程 度を国民的

レベルにおける 「しあわせ度(鵬n痴ng)」 と定義 し、それ を計量化 して とらえる試みであっ

た。60年 代のフィ リピンにおいて、 「しあわせ度」は侭下 し、逆に 「貧 困(p(w瓠y)」 が増大

した、 とい うのがその結論であった。

1975年 か ら77年 にかけて、DAPは フィ リピン国立大学(UP)と 共同で社会諸指標の再検討 と

精緻化 を行った。 その上で、政府 に対 し、公式な 「貧困線(p帆 瓠y㎞e)」 の設定を提案 した。

それは政策によって優先的 に克服すべき目標 を示す もの とされた。 しか し、実際に採用 された

のは、86年 にコラ ソン ・アキ ノ政権が誕 生 してか らのことであった3。 また、その頃か ら政府

の動き とな らんで、民間の、特に ソーシャル ・ウェザー ・ステーシ ョンズ(SWS)に よる調査

が活発 にな り、その諸報告 も高い社会的評価を得てきてい る4。

しか しなが ら、以上の どの社会指標 において も、 自然災害の可能性 とその結果 について、ま

た防災や被害軽減(d臨r劇on)対 策について、 といった視点は全 くとい うほど欠如 して

いる。大型台風の襲来、洪水、旱越、地震、火 山噴火な ど、 フィ リピンでは甚大な被害をもた

らす 自然災害が頻発 してい るのにである。それ らによる被害総額一 常に推定で しかあり得な

いが一 は、 また被害を受 けた人 々への心理的お よび精神的影響 の深 さにおいても、実に計 り

知れない ものがある。 しか も多 くの場合、広範な地域 にわた り 「貧困の増大」 はもとより、住

1 Sycip
, et al., 1993: 8-23. 

'DAP
, 1975. 

3 SyTip
, et al.,1993:14-15.

4例 え ば
、A脚,1990、 お よ び 同,互991.
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民の生計 ・生活基盤そのものの喪失を伴 うのである。

31991年 の ピナ トゥボ火 山噴火 とその後、毎年 もた らされ る泥流被害

国連災 害救 済調整 官事務 所(UNDRIO)災 害報 告(1990～92年)お よび国連 人道 問題 局

(UNDHA)災 害情報(93年)に よれば、その4年 間に全世界 に発生 した224の 主な災害の うち、

フィ リピンは17を 数 え、同国は最多発 国 となっている5。 この中には、 ピナ トゥボ火 山噴火以

外 にも、90年7月 のル ソン島地震(死 者約1,700人 、被 災者約160万 人)、91年ll月 の ピサヤ地

域の台風(死 者約4,000人 、被災者約60万 人)、93年10月 のル ソン島の台風(死 者約100人 、被

災者約190万 人)な どの大型災害が含 まれてい る。

1991年6月15日 の ピナ トゥボ火 山大噴火 は、ま さに今世紀世界最大規模 の噴火 であった。噴

煙 を地 上33,000mの 上空にまで吹 き上 げる大爆発が起 こ り、火 山か ら半径 蒐00㎞有余に含 まれ

る全地域が突如 「真昼の暗黒」 に襲われた6。 ピナ トゥボ山頂の標高 は、 もともと1,745mで

あったが、噴火後 にはそれ が345mほ ど低 くな り、1,400mと なった。新 い ・山頂 には直径2,3㎞

のカルデ ラが形成 された'。 当初の死者391人 、被 災者総数は約25万 世帯、ll5万 人 と推定 され

た。

火 山周辺部は,高 地民でアエ タと呼ばれ るネグ リー ト族 と低地民の二つのグループによ り棲

み分けがな されていた。主 として丘陵地帯に居住す るアエタは、独特の文化 を保持 し、 「生活

の中心的な拠点を置 く集落 と、焼き畑での手作 り小屋 と、乾期 に涼を求めて移 り住み魚 を取る

川べ りのキャンプ地 と、果実や木の実の採集地 とのあいだを頻繁 に移動 し、 自由に行 き来 しな

が ら暮 らし」ていた8。

噴火後、ピナ トゥボ ・アエ タの人々は再 「定住」地(圃em㎝t㎜s)で の定住難民生活を強

いられている。 は しかで命 を失った子 どもたちも多かった。に もかかわ らず、彼 らの民族性は

消滅す るどころか、 「その反対に、初めて、 ピナ トゥボ ・アエ タとしての、地域横断的な民族

的 自覚 と具体的な連携 、協力が生まれて」 もきてい るとい う9。

5『 ∬CADR㎜S』 掲 載 分 の概 況 か ら
。

6Paterno
,1993:19.

7梅 原
,1991:36.

8清 水 編
、1992:16,お よ び 清 水 、1990を 参 照 せ よ。

9清 水 「個 人 的 な 係 わ り と して 」 『Pina㎞ 』
、1994:13.
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一方
、 ピナ トゥボ山麓 の周辺 地域(パ ンパ ンガ、 タル ラ ック、サ ンバ レス、バ タア ンの4

州)で は、パ ンパ ンゴ、イロカ ノ、サンバル、 タガログな どの地方語を話す低地のフィ リピン

人が、水 田稲作 を中心に、サ トウキビ ・野菜 ・果樹 の栽培、養魚池漁業などに従事 していた。

特に南北 に伸びる山脈 の東側に広が る中部ル ソン平野は、首都 圏マニ ラの一大穀倉地帯であっ

た10。 また、山頂 のす ぐ東方 にはクラー ク空軍、南西方面 にはスー ビック海軍の両米 軍基地が

あったが、それぞれ噴火の直前には避難 を完了 し、後には全面撤退 している。

火山活動その ものは、1991年7月 には沈静化 したものの、周辺に堆積 した総量約70～90億 立

方メー トル と推計 され る火 山灰がその年以降の雨季(6～ll月)の 到来毎に泥流 となる。 毎年、

新たに家や生活基盤 が失われ るなど被害は拡大 し被災者 も数十 万人ずっ増えている状況 にある

11
。 このよ うな、終わ りなき 「複次災害」は極めて深刻 なものである12。

4フ ィ リピンにお ける災害対策 の体制

1991年6月15日 の噴火直後 に緊急 救援活動 を担 ったフィ リピン政府 の主た る機 関は社会福

祉 ・開発省 であった。 さらにアキノ大統領 は災害の甚大 さを考慮 して、6月26日 には救援活動

と復旧事業を統括 して行 うため、予算 ・管理省長官を議長 とす る 「ピナ トゥボ火山災害対策 タ

スク ・フォース(T圏kFo㏄eMtP血 …血b6)」 を設立 した。構成 としては、社会基盤施設(イ ンフ

ラス トラクチャー)委 員会、定住委員会、生計(L短1ihood)委 員会 、お よび社会サー ビス委員

会13か らな り、それぞれの領域での活動 と復 旧事業を企画 ・立案す ることとなった。

1992年5月 総選挙でフィデル ・ラモス大統領 の政権が誕生 した。 それ に伴 いピナ トゥボ災害

対応 の体制にも再編がな された。二年 目、三年 目といった副次的災害 に直面す る中で、救援復

旧事業 を本格化す るとい うものであった。同年lo月20日 、 「ピナ トゥボ基金(正 式 にはMt.

恥 血boA血e,Re甑d㎝cn¢ndD慌lqpm㎝:FUnd)」 と呼ばれ る法令(共 和国法第7637号)

が施行 され た14。 同時に、タスクフォースに代 わる担当機関 として、 ピナ トウボ ・コミッシ ョ

lo梅原
、1991:37、 お よびBau唾1993と パ ウティスタ、1994を 参 照せ よ。

u柴 田
,1994:9

12T幽}
,1996:26づ27

13各 委 員会の主幹は
、それぞれ公共事業 ・道路省 、環境 ・天然資源省、貿易産業省、お よび社会福祉 ・

開発省。

14 ' PINATUBcY' MULTI-SECTIONAL CONSULTATIVE CONGRESS
, 1993:253-263.
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ン(MtPin血boCo㎜ 曲on)を 創設 した。 それは、最低三年 間か ら最高 九年間まで存続す るも

の と規定 され てお り、主要 な役割 として、上記の法令 によって計上 され た100億 ペ ソのピナ

トゥボ基 金の管理 を含 め、救援 ・復旧事業の指導 ・管轄、再開発のためのマスタープランの策

定な どが与えられた。

ピナ トゥボ災害 に対 しては、多 くの民間諸団体、特にNGOや 教会 な ど、それ にフ ィリピン

赤十字(PNRC)の 活躍 も目覚ま しかった。フィリピンでは1ggo年 のバギオを中心 とする大震災 を

契機 に、災害 に直接 対応 した活動 を展開す るNGO間 の連絡調整 の必要性 が叫ばれ 、二っの

ネ ッ トワー クが組織化 された。 ひ とっは90年 に全国的な10のNGOを 構成員 とす るIANDR(ln働 一

Agenq・N的 、oddbrD㎞Response)で あ り、も うひ とっは有力民間企業 と主要NGOの 合同で91年

に創設 されたCNDR(α}卿 醜N笛 、ordjbrD臨R騨nse)で ある。 ピナ トゥボ被災地で実際に支

援に携わってきたNGOは 約70団 体で あるが、それ らの援助活動の多 くはCNDRお よびL姻DRの

協力連携 の下で進 められた。15

ここで、在マニ ラの国際機 関お よび外 国政府大使館等の動向を、フ ィリピン政府 との関連で

付言 してお こ う。それ ぞれの機関および外国政府 は、噴火以来 直ちに緊急援助の手をさしのべ

ていた。 しか し、深刻 な事態 が長期化するなかで、フィリピン政府は 「ピナ トゥボ火山泥流 ・

洪水 に関す る ドナー会 合」を メ トロ ・マニ ラで招集 したので ある。UNDP,㎜CR,m,

FAO,WFP,ADB,世 界銀 行、EUな どの国際機 関か ら、USAID(ア メ リカ合州 国)、CIDA

(カナダ)、ADAB(オ ース トラ リア)、 その他 の各国大使館(オ ランダ、イスラエル、イギ

リス、デ ンマー ク、 ドイ ツ、フランス、イタ リア、ノル ウェー、スウェーデ ン、スイス、チ リ、

ブラジル、 リビア、イ ラン、中国、ニュージー ラン ド、イ ン ド、タイ、マ レー シア、バ ングラ

ディシュ)な どか ら代表者が出席 した。第一回は1991年9月1日 、第二回は9月19日 、第三回

は10月8日 に開催 された。 この ドナー会合は、同年12月4日 を含 めて さらに数回開かれている。

10月8日 の会合 では、アキノ大統領 自身が、 この災害はフィ リピンに未曾有の被害をもた ら

していることを説 明 し、短期的ばか りでなく中 ・長期的災害復 旧にお ける各 ドナーの理解 と協

力を求めた。それに応 じるかた ちで、∬CA職 員を伴 って出席 していた後藤利雄大使は、 日本 の

緊急援助 についての援助実績 を述べると同時に、 さらに被災民対策、再定住計画、生活向上等

を考慮 した'協力を していきたい との趣 旨発言 をした。 つま り、 ソフ ト・アプローチで 日本が関

15こ れ らの点については
、有力NGOの ひ とつ、Philippine Business for Social Progress (PBSP) からの%年4

月のマニ ラでの ヒア リングな どに よる。
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わる可能性 について 日本が検討す る必要が、ここに表明されたわけであ る。そ して これが、後

述する∬CAの 「プロファイ」 ・ミッシ ョンに直接つながるこ とになる。

5日 本政府の対応 とODA

ピナ トゥボ災害に対 し、 日本政府 は緊急資金援助、緊急物資援助、復興援助 、地域 開発 に対

応する援助な ど様々な形で支援 をしてきた。それは、有償 、無償(「 草の根援助」を含む)、

技術援助 、専門家や青年海外協力隊員派遣 か ら 「NGO支 援」 にいたる多方面での、 しか も同

時進行 した協力 を含む ものである。災害そのものの甚大 さのため、フィリピン政府 か らの要請

が集 中し、それ らへの認識 が 日本側 でも形成 された結果であろ う。それ に してもこれ ほど多種

多様な(し か し、 ピナ トゥボ災害関連 とい うこ とで結果的 には共通す る)ODA案 件 がわずか

数年の間に特定の国にま とめて供与 された ことは極 めて稀である。

噴火直後の91年6月 か らおよそ三年間 に限ってみても、 日本 のODAの 合計金額 はおお よそ

300億 円で あった。 そ こには91年6月 、92年9月 、93年10月 の三回にわたって供 与 された緊急

資金援助 としての現金各20万 ドル が含 まれ ている。 なお緊急物資 としては、や は り91年6月

(噴火 の3日 後 に決 定)、92年9月 、93年10月 の3回 にわたってそれぞれ約2,900万 円、約

1,885万円、約2,400万 円分の医薬 品、医療資材、浄水剤、発 電機、ス リー ピングマ ッ ト、食 料

品などが供与 され た。個別案件 ・プ ロジェク トの全容 については別稿16に 譲 るが、特徴 的な も

の八件(A～H)に っいてはここに触れておきたい17。

(A)ピ ナ トゥボ火 山災害復 旧機 材整備計画(無 償資金協力)。

供与金額14億5,500万 円。 この案件は、フィ リピン公共事業 ・道路省の要請 を受けて、 フル

ドーザ20台 、スク レーバ10台 、油圧 シ ョベルll台 ほか、イ ンフラ復 旧活動 に必要な機材を供 与

したもので ある。基本設計調査(1991年9月 ～10月)、 フィリピン政府 への報告書説明(同 年

12月)を 経て、92年2月4日 には交換公文が両国政府代表 によって署名 された。そ して92年10

月までには機 材の引き渡 しがすべて完了 した。噴火か ら16か 月後になった とはいえ、同種の無

償案件の中では異例 ともいえる迅速 さで進め られたのである。

供与 された諸機 材は公 共事業 ・道路省 の第3地 域(中 部ル ソン)事 務所が管理 し、その稼働

状況等について毎月同省 の復旧本部に報告 を行っている。1993年ll月 には丑CA専 門家ほか数名

16津 田 ・田巻
、1995。

17な お
、本論に示 され た情報 と見聞は田巻松雄氏 との共同研究 ・実地調査によって得 られた ものである。
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による現況についてのフォローア ップ調査が行われた。オロンガポ市 とサンバ レス州を担 当す

る西部地区の場合、橋梁復 旧工事お よび河道 の掘削 ・凌諜 工事な どで、機 材は実際、非常 に高

い稼働率で活用 されている。

(B)ピ ナ トゥボ火山被災地灌概 用水復 旧計画(無 償資金協力)。

供 与金額5億8,000万 円。交換公文署名は1993年3月11日 にな され た。 この案件 は、 フィ リ

ピン国家灌概庁(NIA)の 要請で、 ピナ トゥボ火 山噴火 と泥流で多 くの灌概施設 が不能 になっ

た農地において灌概能力 を復旧 させ るため、浅井 戸用掘削機械お よび灌概 用水ポンプなどの機

械 ・資材 を供与するとい うものである。 しか し、事情の緊要性 にかんがみ、また本件 の受入れ

実施機関であるMAか ら提示 された計画内容 が詳細であった こともあ り、 日本側での基本設計

調査は行 われ なかった。 しか も計画の原案では掘削機械8台 、ポンプ1,000台 であったものが、

その広域性を考慮 し、それぞれ10台 と1,600台 に増加 されたのである。供 与 された機材 は、 もと

もとの穀倉地帯であったタルラ ック、パンパ ンガ、バタアン、サ ンバ レス四州に配置 されてい

る。 とはいえ、予想以上 に広範 囲に泥流被害が及んでお り、1,000を 越 える多数 のポンプ設営

を完了 させ るにはかな りの年数がかか るもの と推測 されている。

(C)ピ ナ トゥボ火山被災民生活用水供給計画(1/2期)・(無 償資金協力)。

供与金額10億7,700万 円(第1期 の協力期間は1993～95年)。 この案件は、公共事業 ・道路省

の要:請を受けて、1992年ll月 か ら皿CAに よる基本設計調査が実施 され、翌年7,月 に交換公文が

署名 された ものである。実は各地に建設 された再定住 地区の保健衛生的環境 が良好でな く、飲

料水の確保や共同 トイ レの設置な ど、給水 ・上下水道 関連のプ ロジェク トの必要性につ いては、

1991年12月 か ら92年1月 にかけての 「プロフ ァイ」 ・ミッシ ョン(後 述)に よっても指摘 され

ていた。また、引き続 き∬CA専 門家派遣によ り、92年3月 と6月 には被災者用再入植 地等調査

と呼ばれた もの も行 なわれていたのである。

しか し、同 じ再定住地区内に、 このプロジェク トに よるハ ン ドポンプ仕様深井戸や湧 き水利

用施設の建設 に競合す る井戸掘酎が既 に民 間NGOな どの手で行われてい ることがあった り、

発展性 の低い地区では居住人 口がなかなか確定 しないな ど、建設事業進展にお ける課題 は大き

い。

(D)青年海外協力隊員派遣。

1991年6月 現在で既に当該被災地とその周辺に派遣 されていた隊員たちが急遽、それぞれの

持ち場でできる避難や再定住への協力、および救援活動を行った。地元での彼 らへの評価は高

かった。
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1991年7月 には、サンバ レス州に住むアエ タ族 を受益対象 とするNGOで ある 「少数部族救済

基金(後 にアエ タ開発協会 に発 展改組)」 に対 して、1,010万 円相 当の多 目的 トラクター と各

種 医療物資が供与 された。協力隊か ら特定のNGOを 対象 とす る、 しかも800万 円ほどの二機材

(すなわ ち、一台の トラクター)が 提供 され たのは、非常に異例の ことであった。 同NGOと

の接点のなかで信頼関係 を築いていた協力 隊員 とそれを支 えるマニ ラ事務所が、格別に努力 し

た結果で あった。 なお、 このNGOに は、在 フィ リピン日本大使館 の決済 に基づ く 「草の根援

助」 として300万 円が 「アエタ族 リハ ビリテーシ ョン計画」の名称 の下に供 与 されて もいる。

農地復 旧を目的に関連機材 が購入 されたのである。

1992年1月 か ら93年2月 にかけて、八名 の協力 隊員が一カ月か ら一年間 と長短は あったが

「短期緊急派遣」 された。彼 らが中心 となって、当時避 難民センターで暮 らしている避難民 と

再定住地に既に入植 している人々の生活環境 についての、詳細 な実態調査 を行 うためであった。

内五名 をチーム とする包括的な報告書、お よび数名 による個別 のレポー トが提出され ているb

(E)土 壌研究開発 センター。

これはフィ リピン農業省 の要請を受け、1989年 度 か ら94年度 にかけてのプロジェク ト方式技

術協力 として、ケ ソン市に建設 され、既 に引き渡 されていた ものである。 しか し同センターの

日本人専門家チームは、独 自のイニ シアテ ィブで、噴火の直後 から予想危険地域 の住 民への情

報提供 と復 旧計画の資料策定を 目的に、泥流危険地域の予測図の作成 と各種 農作物の被害面積

の計算を行ない、関係諸機関に配布 した。公表 され たデー タは、類 のない貴重なもの として、

NGOを 含 めて国内外の多方面で活用 される こととなった。

⑤ ピナ トゥボ火山災害復 旧 ・再建のための緊急商品借款(有 償資金協力)。

これ は供与金額253億8,000万 円。 交換公文書署名 は1992年7月1日 、借款契約調 印は92年9

月3日 、貸付完了が92年9月30日 で あった。 なお 、金額は貸 し付 け時点の換算 レー トで、200

億 ドルない しは53億 ペ ソほどになった。 この、使用 目的が明記 された、 しかも緊急の商品借款

は、 「上記災害に因 り影響 を受 けたフィ リピンの国際収支の改善に寄与す るとともに、見返 り

内貨資金 を活用す ることにより同国が実施す るピナツボ[マ マ]復 旧復興計画を支援す る」 、

また、 「借款資金 は、両国政府で予め合意 した対象商品の輸入決済 に充当され る」ためのもの

であった18。 緊急性 を勘案 し、噴火前 の91年5月1日 にフィリピン政府 よ り要請が出されてい

た第18次 円借款 とは切 り離 して特別 に実施 されたものでもある。 この借款だけで、 日本政府の

L8『GECF年 次報告書1993』
,104頁 。

80



ピナ トゥボ災害関連QDA総 額の約83%を 占めているのである。

金利は3%、 償 還期間25年(う ち据え置 き期 間7年)、 商品調達条件 は 「ア ンタイ ド」で

あった。 ここで対象 となる輸入品 目リス トは契約 ごとに両政府 間で決め られ るが、この ピナ

トゥボ緊急借款では106の 多種多様 な対象商品が契約書に記載 されてい る。 また、見返 り資金

(ペソ ・カウンターパー ト ・ファン ド)の 使途 としては、同契約書には ピナ トゥボ復 旧 ・復興

計画の うち、社会基盤関係(火 山灰除去 、河川湊諜 、学校再建 な ど)と 再定住地関係(再 定住

地建設、道路 ・橋梁 ・学校建設)と が挙げられている。

フィ リピン国家経済 ・開発庁(NEDA)長 官シエ リ ト・ア ビ ト氏に よれば、見返 り資金は既

述の ピナ トゥボ ・コ ミッシ ョン(発 足が1992年10月)管 轄 の100億 ペ ソの原資の一部 、っ ま り

そのお よそ半分、 として充 当された19。 ただ し、そのことはほ とん ど広報 されていない。なお、

見返 り資金の使用状況 と残高 にっいては、四半期 ごとにフィ リピン政府財務省か ら海外経済協

力基金(QECF)へ の報告が義務付け られてい る。

(G)NGO事 業補助金

ODA(政 府 開発援助)で はあるが、 「NGO事 業補助金」 と呼ばれ るプログラムにおいて も、

ビナ トゥボ関連では二っの団体が四件の補助金 を受 けた。大阪に事務局 を置 く社 団法人 ・ア ジ

ア協会ア ジア友の会は、アエタ族 の生活向上 ・改善を 目的 とした農漁村開発事業のため430万

円の補助 を受けた。協力期間は1992年6月1日 か ら93年3月31日 の問であった。 これ は同会が

既に行っていた現地でのボランテ ィア活動を 「支援」す るものとなった。

東京に本部をお く 「24時間テ レビ」チャ リテ ィー委員会の場 合は1991年 か ら92年 にかけて、

(1)再定住地域 に移住 した被 災民の食料 ・保健 ・衛生面での生活環境 の向上 ・改善、(2)被災民

の救援のための医師 ・看護婦な どの派遣 ・医療施設の建設、(3)アエタ族の生活向上 ・改善のた

めの母子栄養給食 の支給を 目的 とす る、それ ぞれ470万 円、227,2万 円、220万 円の補助 金交付を

受けた。

(H)国 際緊急物資輸送

噴火か ら約一年半経 った1992年ll月 の時点で も、避難民センターに収容 されてい る被災者 は

数十万人にのぼ り、毛布や食料 な どの 日用生活品不足が報告 されていた。 そこで皿CAは 、新 聞

やテ レビなどでの紹介を通 して、広 く民間か らの援助物資を全国10か 所の集荷場所(皿CA国 内

各支部)で 受付け、皿CA本 部 を通 じて現地に送 り届 けることを決定 した。反響は大 きく、特に

191994年3月
,ラ グーナ州 ロスバニオスでのイ ンタ ビュー。
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主婦層からの問い合わせが全体の八割以上を占め、また学校、企業、NGOか らの大口の照会

も多かった。供与物資は、フィリピン政府の意向を受けて決められた毛布、タオルケッ ト、石

鹸の三種類に限定 されていたのだが、ほぼ一か月の間に集積 された総重量は40万 トンとなった。

民間のひとりひとりから直接に提供されたものを政府が扱 うという、文字通 り官民連携の国際

緊急物資輸送の初めてのケースとして意義ある試みであったと言えよう。

6関 連する非ODA案 件 ・プロジェク トなど

定義上、ODAに は含まれないが、 日本政府や地方自治体が関わった案件ないしはプロジェ

ク トについて、ここに触れておこう。

建設省は社団法人国際建設技術協会に委嘱し、1992年3月3日 より14日まで三人の調査員に

よる、 「ルソン島中部地震崩壊土砂災害対策計画及びピナツボ[マ マ]火 山噴火災害対策計画

調査」を行なった。海外建設計画事前調査 と呼ばれるものの一っであった。主な目的は、被災

地域の河川における土砂流出の状況を調べ、さらには皿CA専 門家の指導等によってフィリピン

政府が実施している応急対策についてその実情を把握 し、日本の経済協力の方向性ない し可能

性を探ることであった。93年3月 には調査報告書が刊行 されている20。

国土庁防災局は社団法人海外コンサルティング企業協会(ECFA)に 委嘱 し、1992年か ら94

年まで三年を費やして、フィリピンの防災体制全般にっいての整備促進調査が行なわれた。 こ

の三名のチームによる調査はピナ トゥボ火山噴火を直接の契機 とするものではなかったが、開

発途上国のひとっとしてのフィリピンの防災体制整備の優先分野と日本が協力し得る領域の検

討を主たる目的としていた。三つの具体的プロジェクトを提案 して、サマリー ・レポー トを含

めた報告書四冊が、92年3月 、93年3月 そ して94年3,月 に刊行 されている21。

環境庁の関係では、環境事業団が 「地球環境基金」からNGOで ある国際地域開発センター

兵庫に助成している。1993年度と94年度の二回、それぞれ300万 円と650万円であった。内容 と

しては、同センターが既に始めていたピナ トゥボ周辺地域における 「クズ」植林を利用した土

壌固定と緑化事業に対する補助であった笈。

自治体 レベルのピナ トゥボ救援事業の例 としては、愛知県岩倉市の岩倉市国際交流協会の活

20『 ル ソン島中部地震崩壊土砂災害対策計画及びピナ ツボ火山噴火災害対策計画調査報告』
,1993。

21国 土庁防災局 ・(社)海 外 コンサルテ ィング企業協会
,1992,93お よび94。

銘 同センターの活動については
、1993を 参 照。
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動と、兵庫県芦屋市の主催による芦屋青年協カワーク隊が挙げられる。

また、郵政省は 「ボランティア貯金」によるNGO助 成を行っている。ただ し、周知の通 り

その原資は、公的な財源からではなく一般の預金者の受けとるべき利子の一部がプールされた

ものであることに特徴がある。選考を受けた団体 ・グループが助成を受けとり、それぞれの活

動と成果は公開の報告会や報告書おで知ることができる。1992年度 と93年度分の関連事業概要

などについては表1を 参照されたい。

表1「 国際ボランテ ィア貯金」 による ピナ トゥボ関速の㎜ 助成事業(1992～95年 度分)

団 体 名 金額(千 円)年 度 事 業 内 容

(1)ア ジア人権基金

(東京)

同

同

(2)ア ジア ・ボランティア
・ネ ッ トワーク(東 京)

(3)海 外支援協会(静 岡)

同

同

同

(4)カ パテ ィ(東 京)

同

23,595 

25,868 

19,067 

15,751 

4,234 

4,212 

3,777 

2,966 

3,978 

4,476

1992

1993

1994

1995

1992

1993 

1994

1995

1994

1995

ピナ トゥボ火山噴火被災者に対する診療、医療

品等のの供与

ピナトゥボ・マヨン火山噴火被災者に対する巡回診療、

医療品 ・食料 ・農業資機材 ・巡回用車両の供与

火山噴火被災民に対する巡回診療、食料の配布、

井戸掘 り・トイレの設置等

火山噴火被災民に対する巡回診療、保健衛生指

導、井戸掘 り等

ピナ トゥボ火山噴火の火山灰除去及び農耕のた

めの中古車両の供与

ピナ トゥボ火山噴火の火山灰除去及び農耕のた

めの中古車両の供与

ピナ トゥボ火山噴火被災民のための農耕用中古

車両の配備

ピナ トゥボ火山噴火被災民のための農機具の配

備

火山噴火被災民のための職業訓練施設の建設 ・

運営、縫製技術指導

火山噴火被災民のための職業訓練施設の建設 ・

運営、縫製技術指導

(次ページへ続 く)

23『 「国際ボランティア貯金」レポー ト』と呼ばれており
、各郵便局で毎年配布 されている。なお、ピ

ナ トゥボ関連の事業支援は1994年 度,95年 度にも引き続き行われている。
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PC 1 ()

団 体 名 金額(千 円)年 度 事 業 内 容

(5)

(6) 

(7)

(8)

(9)

(10)

(11) 

(12)

(13)

草の根援助運動運営

委員会(神 奈川)

ケア ・ジヤパン

(東京)

国際地域開発センター

兵庫(兵 庫)

同

セー ブ ・ザ ・チル ドレン

・ジ ャパ ン(大 阪)

同

(財)日 本シルバー

ボランティアズ(東 京)

フィ リピンの子供たちの

3,784 

13,393 

5,080 

13,207

未来のための運動(京 都)

同

平和の鳩(愛 媛)

(財)盛 岡市民福祉
バンク(岩 手)

ワール ド ・ビジ ョン

・ジヤパ ン(東 京)

8, 

3, 

2, 

5,

205 

723 

180 

555

7,982

12,255

2,898 

4,253

1993 

1993 

1994 

1995 

1992 

1994 

1995 

1992

1993 

1994 

1995 

1992

ピナ トゥボ火山噴火被災民に対する有機農業 ・

家畜飼育技術指導、家畜等の供与

ピナ トゥボ火山噴火被災民のための生活道路補

修、農具の供与

火山灰流出防止のための植林、野菜栽培指導、

井戸掘り、タンクの設置

火山噴火被災民に対する農業技術指導、井戸掘

り等

ピナ トゥボ火山噴火被災者に対する診療、識字

教育

少数民族に対する識字教育、農業技術指導、保

健衛生指導等
ピナ トゥボ火山噴火被災民に対する縫製技術指

導、機材(ミ シン)の 配備

ピナ トゥボ火山噴火被災者に対する巡回診療、

井戸掘 り、食料等の供与

ピナ トゥボ火山噴火被災者に対する巡回診療、

モデル農場の整備、種子等の供与

ピナ トゥボ火山噴火被災民のための職業訓練施

設の建設

生活困窮者居住地区の女性に対する縫製技術指

導、職業訓練指導者の育成

ピナ トゥボ火山噴火被災者の医療救援用車両の

供与

7日 本のNGO活 動

日本(人)の 関わったピナ トゥボ火山災害関連のNGOな いしはボランティア活動は、極め

て多種多様であった。 しかしそれらの内容を総体的にみると、ほとんどは直接被災民に対する

各種社会サービスや生活改善 ・向上をねらいとする活動に地道に取 り組んできたことが観取さ

れる。いずれにせよ、ピナ トゥボ火山噴火 とその後の被害状況は、日本のテレビや新聞などマ

スコミで取 り上げられることが多かったこともあり、かなり広範囲に、継続的関心をもたらし
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た ことは明らかである。

ODAな どとの接点があ り、本稿 で既に述べ られて きたアジア協会アジア友の会 か らワール

ド ・ビジ ョン ・ジャパ ンまで16のNGO以 外にも、数多 くのNGOの 活動が知 られている。以下、

NGOの 名称 と所在地のみを紹介 しておきたい(便 宜上、17か らの通 し番号を打 ってお く)。 た

だ、全国に散 らばっている各地のキ リス ト教会、 ロータ リー ・クラブ支部、青年会議所 その他

の関わ りについては把握 しきれていないので割愛する。

(17)ア ジア医師連絡協議会(岡 山)

(18)ア ジア ・コ ミュニティ ・トラス ト(東 京)

(19)ア ジアセンター21

(20)ア ジア保健研修所(愛 知)

(21)ア セア ン倶楽部(東 京)

(22)カ リタス大阪くカ トリック教会 〉

(23)グ ループ ・メタノイア(東 京)

(24)国 境な き医師団(東 京)

(25)精 神里親CCWA(東 京)

(26)地 球 ボランティア協会(兵 庫)

(27)日 本国際飢餓対策機構(大 阪)

(28) .日 本赤十字(東 京)

(29)日 本ネグロス ・キャンペー ン委員会(東 京及び全 国約20の ネ ッ トワーク)

(30)日 本 ・フィリピン学生交流センター(京 都)

(31)毎 日新聞大阪社会福祉事業 団(大 阪)

(32)ひ とりだけのNGO(東 京)

(33)ピ ナヅボ ・アエタ教育里親 プログラム(大 阪)

(34)ピ ナ トゥボ救援 の会(マ ニラ).

(35)ピ ナ トゥボ救援 の会 日本支部(東 京)

(36)ピ ナ トゥボ復興協力の会(愛 知)

(37)ピ ナ トゥボ復興むさ しの会(東 京)

(38)福 井 ・アジア文化交流セ ンター(福 井)

(39)フ ィ リピンと日本を考える会(大 阪)
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なおこの中で、マニラ首都圏に在住する日本人、主として駐在員らの夫人たちがひとりひと

り有志として参加 し 「ピナ トゥボ救援の会」を組織してきていることについては特筆しておき

たい。マニラでは募金やバザーやニューズレターの発行などを し、 しばしばグループで被災地

や再定住地区を訪 問す るな どの活発な活動を継続的に行っている。地の利を生かして他の

NGOは もとより日系企業などとのコオディネー トもすることができている。組織的にもマニ

ラ日本人会、マニラ日本人学校prA、 日本大使館関係者の婦人部などとの連絡係をおいている。

また、何人もの青年海外協力隊員をも物心両面で支援しているのである。24

8ピ ナ トゥボ勉強会 とプロジェク ト形成調査団

ピナ トゥボ火 山の大噴火 とい う未 曽有 の 自然災害に対応 した、 日本か らの様 々なQDAプ ロ

ジェク トやNGO活 動 について、前節 までに言及 してきた。実 は、それ らの動き と並行 して、

あるいは先行する形 で 「ピナ トゥボ勉強会」なるものが開かれた り、既述 の協力 隊による 「短

期緊急派遣」や建設省の海外建設計画事前調査団以外にも 「プロファイ」 ・ミッシ ョンが送 り

込まれていたのである。

前者は皿CAマ ニ ラ事務所が主催 した とい う意味においては、公 的なものであったかもしれ な

い。 しか し、 『年次報告書』等 に事業 として リス トア ップ され るような もので も、当該国にお

ける駐在事務所のルーテ ィン活動 の一部です らもなかった 「勉強会」なので あった。大変にユ

ニークかつ貴重な試みであった。

第一回 目は1991年7,月19日 に、当時のマニ ラ事務所次長の吉川浩史氏(在 任は89年9,月 か ら

93年3月)の 呼び掛 けによ り開催 され た。 同事務所内には職員、青年協力隊員、土壌、灌概、

それに河川問題 についての∬CA専 門家などが一同に会 した節。

第二回(92年3月27日)か らは、皿CA関 係者 はもとよ りピナ トゥボ救援の会のメンバー、留

学生 ・研究者、医師か ら日本のNGOの マニ ラ駐在員まで、職業、専門分 野、立場の異 なる、

しか しこの空前の災害の現状に共に憂慮す る人々が多数参集す ることとな り、近 くのホテル会

議場 を借 り上げなければな らないほ どになった。 「勉強会」は さらに同年6月15日 、同年10月

9日 、お よび93年6月 の都合五回にわたって開催 されたのである。

広範な出席者 による最新情報の交換が行われ、被災(民)の 実 情、救援活動の問題点や課題

顕 『P㎞加bo』 は
、同会ニ ュー ズレターの三周年記念文集でもある。

251994年2月
、神戸 でのインタヴュー。
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な どが活発に議論 された。 フィ リピン政府はも とより外国政府 ・国際機 関等による活動 につい

て も報告 がな され た。 日本政府 関係者 ばか りで な く、 日本 人の関わ る在 フィ リピンのNGO

(例えば、セーブザチル ドレン、ア ジア人権基金、 「24時間」チャリティー委員会な ど)、 そ

れ にボ ランテ ィア ・グループ間相互の連携 を図るた め、 さらには開かれ た情報 と意 見交換 に

よって相互理解 を得 る機会 として有効 に機能 した、と言 えよう。

ピナ トゥボ勉強会でいえば第 一回 と第二回の間に、πCAは 「ピナツボ[マ マ]火 山災害対策

プ ロジェク ト形成調査団」 を日本か ら派遣 していた。プロジェク ト形成 、ない しは 「プ ロフ ァ

イ(prq麟 血ndin9)」 ・ミッシ ョンと呼ばれ るもので、その 目的は この災害による被災民の現

状 とフィリピンの復 旧計画 を調査 し、優 良案件の発掘 ・形成を行な うためであった。 これにつ

いては本稿で も既 に触れ てきたが、主眼点は、被災民対策 を中心に日本の短期、 中期 さ らには

長期的協力の可能性 を検討す るとい うことに置かれていた。

これ と前後 して、 日本政府 はフ ィリピンに対 し、既述 のよ うに 「海外建設計画事前調査」

(建設省)お よび 「防災体制整備促進調査」(国 土庁)を 行 なっていた。その意味でJICAの

「プロファイ」 ・ミッシ ョンは 日本による協力ニーズ把握のための核 ともなる、 しか しインフ

ラ部門への関心に対峙す るいわばソフ ト・アプ ローチの しか も補完的なものであった と言 えよ

う。 ちなみに、皿CAは1991年6月 に、長期個別派遣 されていた皿CA専 門家三名(派 遣先はフィ

リピン政府の国家灌概 庁、農 地改革省、・および農業省)に よる農業被害調査を、同年7月 か ら

9月 にかけては、二陣にわたって火山砂防、河川洪水、火山観測、電気通信分野延べ八名 の火

山災害対策専門家 の短期派遣 と、同年10月 には、 「畑地灌概技術協力計画」専門家による国営

灌溜i事業の被災状況調査 を行 なって もいた。

このプロファイ ・ミッシ ョンの場合、立ち上が り.

契機 となっているのたが

・ここで は大きな災害の発生その ものが

.から半年以内のスピー ドで派遣が実現したわけである
。まれな災

害であり、噴火時はもとより、その後に引き続き発生する災害も深刻で、広い範囲にわたって

被災者数が多いことが謬識 されたためであろう。それにしても、あたかもフィーバーのごとく

に、関係者に決定的な衝撃を与えていた。

総勢7名 の調査団の総括に選ばれたのが∬CA国際協力専門員の赤松史朗氏であった。彼は再

定住計画分野をも担当したのだが、日本の代表的NGOの ひとっであるシャプラニール元事務

局長としての豊富な実務歴を兼ね備えていた。他の6名 はそれぞれ、協力政策、環境、生活向

上、地域 開発 (community development), 村落生活基盤(農 村インフラ)、 協力計画などの分野

を分担した。外務省経済協力局開発協力課職員、皿CA企画部職員(ひ とりはフィリピン派遣の
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元隊員 で もある)な どのほか、メンバーには、フ ィ リピン国立大学元留学生でNGO経 験 もあ

る女性の皿CAジ ュニア専門員 も含 まれ てお り、多彩 かつフ ッ トワーク性の良い構成 となってい

た。

フィ リピン滞在 中は、ク リスマスお よび新年をは さんでいたにもかかわ らず、被災地域 の踏

査、避難民センターや再定住地の視察、大統領府 ピナ トゥボ火 山災害復旧タスク ・フォー スは

もとよ り他の関連政府機 関の地域事務所 ・地方 自治体 ・援助 ドナー事務所 ・NGO等 との協議 、

被災民 ・有識者等へのインタビユーを精力的 に進 めた。 そ して帰国後、約一カ月間に集 中的 に

まとめと分析作業を行ったのである。その内容は詳細にわた り、被害状況、フィ リピン政府の

救援 ・復 旧活動、援助 国 ・国際機 関 ・NGOの 対応 、被災民の現状 とニーズの把握 か ら、生活

インフラ ・生計確保 ・社会サー ビスなどの分野にお ける 日本の'協力 の可能性を具体的に探 るこ

とまでであった。英文のSTUDYMSSIONREPORTが 、フィ リピン政府に提出 されてい る。

9結 論

ピナ トゥボ火山噴火とそれに伴なう災害は、当初の噴火、引き続 く台風と豪雨、洪水、泥流

ないしは土石流の発生などいくつもの要因が複合的に、しかも歳月を経て繰 り返して起 こるも

のである。その結果、被害が広範囲にそして多方面におよび、穀倉地帯も含めての被災地域と

周辺全体の社会 ・経済機能をしばしば完全に停止 させるほどの打撃を与えてきている。 ピナ

トゥボ山の山麓地帯そのものを居住地として、独自の伝統と文化、生活様式を持っているにも

かかわらず、差別的社会環墳にあったアエタ族はもとより、総数二、三百万人 とも言われる多

くの被災者が存在するのである。

噴火からほぼ一年後には、フィリピンでは大統領、上院 ・下院議員、州知事、地方議会議員

などの統一 ・同日総選挙が予定されていた。その様な政治環境 と制約の中、フィリピン政府の

災害対策には様々な限界 と問題があるのも当然ではあった%。 各国 ドナー、国際機関にしても

初期の段階では、資金:協力や物資供与などに関心を示したが、生態系全体に及ぼす 「副次的災

害」の範囲と規模の予測が困難なため、特にインフラを中心とする復旧計画については慎重で

あった。内外からの支援を受けたNGOの 動きは極めて活発であったが、あま りにも多数の被

災民(避 難民、再定住者)の 生活と生計を総体 としてボ トムアップするまでには至らなかった。

そのような状況にあって、日本政府は三年間に結果 として、253億8,㎜ 万円の有償資金協力

26噴 火 直後か らの主 としてサンバ レス州での状況につ いてはR(畑Kb
,1995を 見 よ。
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(緊急商品借款)、 およそ36億400万 円の無償援助、7,185万 円(プ ラス60万 ドル)相 当の緊急

援助などを行った。その内、金額的にこそ87%強 にもなる商品借款についてはその性格上、要

請の経緯や実効の内容については、ほとんど解明できていないのが現実である。一方、無償部

分にっいては、実情把握から援助実施にかな りの迅速 さと柔軟性を持って対応できたことが う

かがえた。海外青年協力隊員と∬CA専門家の存在は大きかった。プロジェク ト形成調査団の役

割と成果についても一層の評価がなされるべきであろう。

近年、 日本のODAはNGOな ど民間との連携 を推 し進めてきている。その内容は、日本の

NGOの 海外での開発協力事業支援のための補助金制度や、現地のローカルなNGOへ の草の根

無償資金協力などにおいてであり、ピナ トゥボ関連でもそれぞれ活用された。また、皿CAマニ

ラ事務所主催によるピナ トゥボ勉強会は、ODAが 実施する領域 とNGOな ど民間が行なう活動

にっいての情報公開と関係者同士の相互理解がなされるという成果を上げた。

日本の、特に日本人の市民的イニシアティブによる、NGO活 動は、極めて活発であった。

多くはたまたま被災地 となった地域の人々やNGOと 、以前から何 らかの交流関係にあった

ケースである。 したがって、災害発生と同時に状況についての情報を、直接にまたはマスメ

ディアを通じて入手できていた様子である。 しか し、個々のグループや団体がどのようにして、

するべきこと、そしてできることを見い出していったかは、解明できていない。これらの側面

は今後の課題となるだろう。

自然災害とい う予期し難い事態に対 し、いかにニーズを早急にしかも的確に把握するか、そ

して効果的に対応するかなど、ピナ トゥボは重大な教訓を残 してくれている。 これは、忘れ

去ってはならない、しかも、おそらく10～15年先まで進行 し拡大 し続ける災害であるからなの

だ7。 国際協力における総合性一 フィリピン政府のプログラムとの連関、日本の政府全体 と

しての内部調整と連携の有無一 、さらには発掘 ・要請案件と最終実施案件 との、有償援助 と

無償援助 との、ODAプ ロジェクトとNGO活 動 との、そして援助の内容 と受益者たるべき人々

の利害との有機的関係などが問われ続けられなければならない。
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